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Ⅰ．緒言
　65歳以上の人口割合は，2025年時点で全国民の 3 割，
2055年には4割へと増加する見込みである 1）．厚生労働省
は，介護保険給付費の増加を理由に挙げ，一定以上の所
得のある被保険者に対し，自己負担の増額を決定した 2）．
更に，「社会保障と税の一体改革」に向けた取組みとし
て，医療・介護サービスを含めた社会保障制度のセーフ
ティーネット機能の強化といった改革も推し進める．そ
の例として，「在宅医療の推進」や「多職種協働による
質の高い医療を提供するためのチーム医療推進」，「地域
包括ケアシステムの構築」が挙げられる 3）．
　地域における医療と介護の連携拠点として，在宅療養
支援診療所・病院と並び，訪問看護事業所になり得る可
能性が高い．そして，国民の 6 割以上が「自宅で療養
したい」の希望を抱いており，「要介護状態になっても，
自宅や子供・親族の家での介護を希望する」といった者
も4割以上を占める 4）．故に，在宅医療サービスへの更
なる需要が見込まれる．　
　そうした社会の動向に相反し，在宅療養支援診療所・
病院，訪問看護事業所の数やスタッフの絶対数の不足，
多職種間における連携の難しさ等の現実的な課題が挙げ
られる 5）．訪問看護師に対する調査結果 6） 7）から，看
護師・医師間での情報伝達が必ずしもスムースとは言え
ない現状も報告されている．
　国内の看護系大学院修士課程の一部では，Nurse 
Practitioner（以下，NPと略）に類似する，本邦には法
的観点から既存しない高度実践看護師の養成が継続され
ている．
　また，日本学術会議健康・生活科学委員会看護学分科
会 8）は，「医療行為の規制緩和によって各医療専門職の
高い専門性を活かし，チーム医療の推進をはかるべきで
ある．」の見解に基づいて，「我が国で独立した医学的判
断・治療が可能な高度実践看護師の役割拡大を実現する
には，医師法の一部解除，規制の緩和が必要である．」，
とした．
　地域包括ケアシステムの一要素として高度実践看護師
を機能させることにより，医療サービスを今まで以上に
在宅へと招き入れる可能性がある．高齢化の波が押し寄
せる現時点において，医師が常駐しない訪問看護事業所
であったとしても，利用者のニーズに応じる為，ケアと
キュアを融合させたタイムリーなケアサービスを提供で
きる体制構築は必要である．
　藤内等が実施した調査 9）によると，在宅での看取り
において，訪問看護師が死亡確認を行うことを想定した
場合，そのニーズはある一方で，看護師自身が「不安や
抵抗感」を感じるという内容の報告もある．つまり，看
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護師の裁量権拡大に対し，看護師自身が躊躇しているこ
とも事実である．
　高度実践看護師の裁量権拡大を制度化し，地域包括ケ
アシステムの要素として生かすにしても，在宅医療の要
の一つと言える訪問看護事業所のサービス提供に支障を
来さないシステムの構築が求められる．また，高度実践
看護師の裁量権拡大へのニーズ等に関する現場の声は，
この政策の具現化や発展に向けた貴重な資料になり得
る．つまり，在宅医療現場でどういった裁量を持つ高度
実践看護師が求められ，その看護師をどのように活用す
べきかに関する検討の必要性は高い．本稿は，その検討
に必要となる基礎的資料を得るために，訪問看護師に対
する調査を実施し，在宅医療現場における高度実践看護
師の裁量権拡大への賛否とその理由，実施条件，責任の
所在等の認識を明らかにしたうえで，それらの結果に関
して論考する．
Ⅱ．用語の定義
1 ．「医行為」
　 　従来の看護師が担うことにおいては，安全性が欠如
すると考えられる臨床上での診察実施，検査実施判
断，診断，治療（薬物処方を含む）の診療行為とする．
2．「高度実践看護師」
　 　安全面において従来の看護師では担うことが相応し
くないと考えられる診療行為について，高度な知識と
技術に裏付けされたその行為を担い得る実践能力を持
つ看護師とする．
3．「高度実践看護師の裁量権拡大」
　 　高度実践看護師に対して新たに，医行為の実践が行
える権限を与えることとする．
Ⅲ．研究方法
1 ． 研究デザイン
　 　質問票によって認識の一般性を調査した後，それに
回答した訪問看護師の一部に半構成的面接調査を実施
し，質問票調査では収集できなかった具体的な見解の
把握に繋げた．
2．調査対象及びデータ収集方法
1）質問票調査
　 　大手調査会社（株式会社インテージ）のモニター看
護師2,297名の中から，「訪問看護事業所に勤務する訪
問看護師」の条件でスクリーニングを実施した．この
後，条件に合致した看護師に対し，研究の目的，方法，
意義等について文書で説明し，調査協力に同意が得ら
れた81名に質問票を配布した．
2）半構成的面接調査
　 　質問票を通じ，面接調査を可能とするモニター看護
師を募った．「面接調査の協力が可能」との意思表示
のあった，訪問看護経験を 1 年以上有する看護師5名
に対して書面及び口頭で調査の同意説明を行った．同
意を得た訪問看護師 5 名に対し，半構成的面接調査
を実施した．
3）調査期間
⑴質問票調査：2013年12月　
⑵半構成的面接調査：2014年 1 月～ 2 月
3．調査内容
1）質問票
　⑴ 属性:性別，年齢，訪問看護経験年数，訪問看護事
業所設置主体，居住地
　⑵ 過去 6ヶ月を振り返り，医師との業務連携状況（医
師からの診療情報の提供，医師への連絡，往診依頼，
について 5 件法で回答を求めた）
　⑶ 裁量権拡大に対する賛否（賛成・反対の選択肢から
1 つを選択）と反対理由（ 5 つの選択肢から 1 つ
を選択）
　⑷ 医行為を実施するにあたって，「医師による指示」
の必要性に関する項目（ 5 つの選択肢から 1 つを
選択）
　⑸ 医行為の実施に付随した責任の所在に関する項目
（ 5 つの選択肢から 1 つを選択）
　質問票の作成にあたっては，「平成17年度社団法人日
本看護協会看護政策事業」で実施された調査研究報告等
の先行研究結果 6），10）～13）を参考にしながら作成した．
2）半構成的面接調査
　質問票調査では，医師との業務連携状況，高度実践看
護師による医行為実践に対する賛否と理由，医師からの
指示の必要性，責任所在，に関する全般的認識を明らか
にする．また，その質問票調査結果のみでは，高度実践
看護師が在宅医療現場で医行為を実施することへの具体
的な見解は得られない．従って，半構成的面接法により，
以下の内容を尋ねることにした．
⑴ 医師の具体的指示が出ていない医療処置実施や，本来
ならば医師が判断・実施すべき医行為の必要性がサー
ビス利用者に生じた具体的経験
⑵ 医師の具体的指示が出ていない医療処置実施の必要
性，もしくは，医行為判断を要する状況がサービス利
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用者に発生した際の具体的な対処方法
⑶ 医師の具体的指示をタイムリーに受けられない現況の
有無，また，指示をタイムリーに受けられないことか
ら考えられる在宅医療サービスの課題に関する具体的
な見解
⑷ 医師の具体的指示が出されていない医行為判断・実施
について，高度実践看護師がそれらを担う必要性の有 
無とその具体的理由
⑸ 高度実践看護師による医行為に対し，どういった条件
や課題が想定されるのか，また，それらの内容を挙げ
た具体的理由
4．分析方法
1）質問票調査
　記述統計の処理には，統計解析用ソフトIBM SPSS 
Statistics Ver.22とMicrosoft Excelを用いた．
2）半構成的面接調査
　語られた内容を逐語録にした．更に，研究目的からみ
て重要と考えられる部分にはアンダーラインを引くこと
に加え，データの切片化を行った．バイアス最小化の為，
著者の偏見や先入観に満ちた読み方を行わない様に意識
しながら，訪問看護師の言い回しをできる限り使用し，
切片化した部分の内容を適切に表現できる抽象度の低い
概念名を付けた（コード化）．
　そして，類似するコード毎にグループ分けを行い，こ
の特徴を反映できるラベルを付けた（サブカテゴリー
化）．最後に，サブカテゴリーとして挙げられた内容に
対して，意味内容が類似するものを集めて抽象度の高い
ラベルを付けた（カテゴリー化）．
5．倫理的配慮
　対象者には，研究の主旨，参加と中断の自由，個人情
報の守秘性等を説明した．本研究は，「創価大学人を対
象とする研究倫理審査」の承認を受けて実施した（承認
番号：25012）．
　また，株式会社インテージと調査委託契約を締結した
後，著者が企画した調査計画及び指示・監督に基づきな
がら実施した．得られた調査結果は，委託料金が完済さ
れたと同時に著者所有となった．
Ⅳ．結果
1 ．質問票調査の結果
　有効回答者数は69名，有効回収率は85.1%であった．
1）訪問看護師の属性
　女性看護師による回答が97.1％を占め，年齢では40
歳代が 5 割近くになった．訪問看護経験年数では， 8
割以上の看護師が 1 年以上の経験を有した（表 1）．
2）在宅医療現場における医師との業務連携状況
　医師からの情報提供に関する訪問看護師の認識では，
「十分に情報は提供される」と「一応は情報提供される」
を合わせると5割以上になる．「あまり情報提供はされ
ない」や「情報提供はされない」の回答を合計しても
2 割にも満たない．しかし，「十分に情報は提供される」
の回答割合は約 1 割となる．
　利用者の状態が変化した際の医師との連絡状況に関す
る認識割合として，「あまり問題がない」と「全く問題
がない」を合わせると 5 割弱になる．「とても問題があ
る」と「まあ問題がある」を合わせた割合は，25％であ
る．往診依頼に関する認識割合では，「あまり問題がな
い」と「全く問題がない」を合わせると48.5％になり，「と
ても問題がある」「まあ問題がある」の合計では29.4％
である．医師への連絡，または，往診依頼に関し，「全
く問題がない」と回答した割合は 6％未満である．
3）医行為実施に対する賛否
　在宅医療の現場における高度実践看護師の医行為実施
の賛否を質問した結果，訪問看護師の 6 割が賛意を示
す．反対の意向を示す理由として，より高い割合を占め
たのが，「看護の専門性から外れているため」や「医行
表1.　訪問看護師の属性（質問票）
 n=69 
性別
男性  2 人（2.8%） 
女性 67人（97.1%） 
年齢
30～39歳 18人（26.1%）
40～49歳 34人（49.2%）
50～59歳 17人（24.6%）
訪問看護経験年数
1年未満 11人（15.9%）
1年以上3年未満 11人（15.9%）
3年以上5年未満 10人（14.5%）
5年以上10年未満 16人（23.2%）
10年以上 21人（30.4%）
訪問看護事業所設
置主体
医療法人 22人（31.9%）
社団法人 9 人（13.0%）
社会福祉法人 3 人（4.3%）
有限会社 11人（15.9%）
株式会社 18人（26.0%）
その他 6 人（8.7%）
居住地
北海道・東北地方 8 人（11.6％）
関東地方 26人（37.7％）
甲信越・北陸地方 3 人（4.3％）
中部・東海地方 7 人（10.1％）
関西地方 14人（20.3％）
中国地方 4 人（5.8％）
四国地方 2 人（2.9％）
九州・沖縄地方 5 人（7.2％）
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為実施によって引き起こされるかもしれない利用者の病
状悪化に対する緊急対応が難しいため」，「利用者及び
家族からの同意を得られない可能性が大きいため」，で
あった（表 2）．
4）医師による指示の必要性と責任所在に関する認識
　 5 割弱の訪問看護師は，高度実践看護師による医行
為に関し，事前に医師から出された包括指示に基づく実
施を求めている．高度実践看護師であるとしても，医師
による具体的指示を必要と考える者は 2 割強存在する．
医師の指示や医師への報告を必要としない旨の認識者
は，本調査では存在しない（表 3）．
　責任の所在に関する問では，高度実践看護師と訪問看
護指示を行う医師の両者にあるとの回答者割合が36.2%
で最も高い．高度実践看護師及び訪問看護指示を行う医
師，並びに，訪問看護事業所の3者にあるとした回答者
割合は26.1%，高度実践看護師のみとする割合は5.8%に
なる（表 4）．
2．半構成的面接調査の結果
1）訪問看護師の属性
　面接協力を得た訪問看護師の全てが女性であり，看護
師経験年数の平均は約17年，訪問看護経験年数の平均
は約6年である（表 5）．インタビューに要した平均時
間は，58分であった．
2）裁量権拡大に対する訪問看護師の認識
　訪問看護師の語りから， 3 つのカテゴリーと 9 つの
サブカテゴリーが抽出できた（表 6）．以下，カテゴリー
は【　】，サブカテゴリーは［　］で表す．
　訪問看護師は，医師との連携がスムースに行えない場
合や緊急対応時において，高度実践看護師による医行為
判断・実施を必要とするケースがあるとの認識を示す．
更に，利用者は様々な疾患や症状を抱えながら療養生活
を送っている為，生活面の視点も持ち備えながら，従来
の看護師以上に疾病管理を行える職種の必要性も述べて
いる．
　訪問看護師の中には，現在の訪問看護師の知識・技術
では担うに相応しくない医行為を医師から依頼されるこ
とがあり，高度実践看護師が代替的役割を担える点に期
待感を示す．
　そして，利用者や家族，訪問看護師に対しても安心感
や心強さをもたらすとも認識している．
　その他，従来の看護師以上に医学知識を持つ高度実践
看護師の存在が，医師の利便性を高める可能性について
述べられている．
　以上の語りから，［利用者の状況に応じたタイムリー
　表2.　医行為実施に対する賛否割合・反対理由の内訳（全体n=69）
賛成　：  60.9％（42人）　　反対　：　39.1％（27人）
 反対n=27　
反対理由
看護の専門性から
外れているため
高度実践看護師に
よる医行為の実施
によって引き起こ
されるかもしれな
い利用者の病状の
悪化に対して，緊
急対応が難しいた
め
新たな資格や認証
制度の創設によっ
て，現場の混乱を
招く恐れがあるた
め
利用者やこの家族
の同意が得られな
い可能性が大いに
あるため
いかなる場合も，
医師の具体的指示
の下に医行為を実
践することが利用
者の安全につなが
るため
%（n） 29.6%（8人） 25.9%（7人） 14.8%（4人） 18.5%（5人） 11.1%（3人）
表4.　責任所在に関する認識
 n=69　
責任の所在 n（%）
高度実践看護師 4人（5.8%） 
訪問看護指示を行う医師 16人（23.2％）
高度実践看護師・訪問看護指示を行
う医師 25人（36.2％）
高度実践看護師・訪問看護事業所 6人（8.7％）
高度実践看護師・訪問看護指示を行
う医師・訪問看護事業所 18人（26.1％）
表3.　医師による指示の必要性に関する認識
 n=69　
医師の指示の必要性 n（%）
原則として，事前に医師から出され
ている包括指示（プロトコール等）
が必要である
34人（49.3％）
原則として,医師の具体的な指示が
必要である 16人（23.2%）
緊急時に医師との連絡がつかない場
合のみ，医師の指示は不要である 14人（20.3％）
事前の医師の指示は必要とせず，実
施した内容の事後報告でよい 5人（7.2％）
高度実践看護師の判断で行う以上，
医師の指示や医師への報告は必要な
い
0人（0.0％）
48 ヒューマンケア研究学会誌  第 7 巻  第 2 号  2016
表5.　訪問看護師の属性（半構成的面接調査）
No. 性別 年齢 看護師経験年数 訪問看護経験年数 居住地
1 女性 30歳代後半 約10年 約1年 東京都
2 女性 40歳代後半 約22年 約7年 神奈川県
3 女性 40歳代後半 約24年  約12年 千葉県
4 女性 50歳代前半 約12年 約6年 埼玉県
5 女性 50歳代後半 約20年 約8年 東京都
表6.　高度実践看護師の裁量権拡大に対する訪問看護師の認識
カテゴリー サブカテゴリー コード
高度実践看護師の裁
量権拡大に対する賛
意理由
利用者の状況に応じ
たタイムリーなサー
ビスを提供するため
利用者のニーズになるべく早く対応したいにもかかわらず医師との連絡がつきにくい場合があるため，高
度実践看護師による医行為は必須と考える．
事前に出された予測指示での対応が行えない緊急時に医師の判断や指示を得たいが，これを得るまでに多
くの時間を要する場合があり，利用者の状態が悪化することに懸念する．
病院からの早期退院を迫られて在宅での加療となるケースが多く，利用者の急変や状態変化に応じた対応
が困難な場合が現在もあり，今後はこういったことが増えると考えられるため，医師だけではなく高度な
医療を提供できる看護師がいる方が現実的だと思う．
利用者は多種多様の疾患や症状を持ちながら療養生活を送っている．このため，生活面を注視しながらも，
疾病にも対応できる職種が在宅医療の現場には必要と考える．
医師からの利用者の状態に応じた訪問看護指示をもらうために費やす時間と労力が大きいため，高度実践
看護師による指示で看護できれば，看護師にとっても利便性が高くなる．
医師から依頼されて，既存する訪問看護師の知識・技術では担うには相応しくない医行為を実施せざるを
得ない状況に追い込まれることがあり，こういった時に高度実践看護師の知識・技術に期待できる．
訪問看護指示をタイムリーに得られない場合があるため，高度実践看護師による一時的な指示があると助
かる．
サービス利用者及び
提供者相互にメリッ
トがあるため
高度実践看護師の存在自体が，利用者やこの家族の医療面での安心感に繋がることが予測される．
原則として一人で現場に入る訪問看護師は，判断に迷う場合も多くあり，そういった場合に高度実践看護
師が身近にいると心強い．
既存する看護師以上に医学的な知識を持つ看護師の存在によって，医師にとっても利便性は高まることが
予測される．
医行為を実施する上
での条件
教育・研修の徹底
利用者やこの家族からの同意を得るためにも，看護師経験に加えてどういった医学的な教育を受けたのか
を明確に伝えられることが必要と感じる．
医行為を担うに相応しい教育や研修が十分でない場合は，利用者やこの家族の不安や不信感の拡大に繋が
る恐れがある．
利用者の安全性を考えた場合，医行為を実施するための教育や研修をどういった内容で行うかが最も大切
な点だと考える．
訪問看護師の責任や倫理観として，医行為を担うに相応しい教育や研修を受けていない者に利用者の診療
を委ねることは出来ない．
既存する看護師の能
力の均一化
高度実践看護師の必要性は理解できるが，まずは訪問看護師自体の知識・技術のレベルの均一化が必要と
強く感じる．
看護師基礎教育の一本化によって，教育内容の均一化が必要と考える．
責任の分散
高度実践看護師のみに責任の所在を置くことは，現実的には難しい．
原則として医師の包括指示の範囲内で医行為を行うのであれば，高度実践看護師と事業所，そして指示書
を出す医師の３者に責任があると考える．
高度実践看護師の判断で医行為を行うとしても，この看護師と所属する事業所の両者に責任を分散した方
が良い．
医師との連携
利用者に対するサービスの向上を目指すならば多職種の協働といった視点が必要であるため，医師による
判断や考えを参考にすべきである．
医師の包括指示があれば，利用者の状態変化の応じた医師からの指示をその都度もらわなくても良いと
いったメリットがある．
医師による包括指示の範囲内で医行為を行うことから開始して，その後の評価が良い場合のみ，更なる看
護師の権限を拡大していく方が国民も安心し，納得すると思う．
安全性を考慮するならば，医師による包括指示等を通じて，互いに連携を図りながら医行為を行うことの
方が良いように感じる．
利用者に発生するであろう病状に対する医師からの予測指示の範囲内で医行為に対する判断や実施を
行っている経緯もあるため，包括指示の下で高度実践看護師がより高度な医行為を行うことも可能と思
う．
この政策を成功させる一つの鍵としては，日本医師会を含めた医師によるバックアップが必要だと強く感
じる．
国民への周知と同意
獲得
看護師が新たな裁量権を持つ以上，この件に関する国民への詳細な説明が必要と思う．
高度実践看護師が医行為を行う場合は，事前に利用者や家族からの同意を得ておく必要がある．
在宅医療現場におけ
る高度実践看護師確
保及び定着に対する
懸念
教育を受けるための
経済的・時間的障害
の存在
高度実践看護師への移行教育に必要となる経済的・時間的支援体制が整備されない状況下では，このなり
手の増加は見込めない．
看護師の多くは女性であるだけに家事や育児を抱える場合が多いといった現状があり，無理なく教育が受
けられる制度が必要と考える．
新たな責任を負うこ
とへの重圧感
看護師の社会的地位や経済力は医師のこれらと比較して低いため，不測の事態に陥った場合の対応が困難
である．
ただでさえ医療訴訟が増える現状の中，仮に訴訟になった場合，この対処に応じるだけの余裕が看護師に
あるとは考えにくい．
医療過誤に備えた民間保険があるとはいえ，利用者に何かあった場合，看護師として復帰することは難し
く，今までにもそういった訪問看護師を目の当たりにしている．
判断に関する責任も大きいと同時に，身体的にハードな現場に高度実践看護師が定着するとは考えにく
い．
既存する看護師の責任よりも重い，リスクある医行為を担いたいとは思わない．
49ヒューマンケア研究学会誌  第 7 巻  第 2 号  2016
なサービスを提供するため］や［サービス利用者及び提
供者相互にメリットがあるため］，が挙げられ，【高度
実践看護師の裁量権拡大に対する賛意理由】，の抽出に
至った．　
　また，高度実践看護師の裁量権拡大における条件とし
て，5 つの内容を示す．この一つは，［教育・研修の徹底］
である．高度な医行為を担うのであれば，それ相応の教
育や研修を受け，この内容を利用者側に周知させる重要
性を感じている．更に，これが不十分の場合，利用者側
の不安や不信感の拡大に繋がる可能性についても言及す
る．訪問看護師の一部は，利用者の安全性を考慮した場
合，教育・研修の内容そのものが重要と考え，これが十
分に整備できない場合は，利用者の診療を高度実践看護
師に委ねられないとする．
　 2 つ目は，従来の看護師基礎教育を一本化できてな
いことや，訪問看護師間での知識・技術の差が大きいと
いった点から，高度実践看護師の裁量権拡大に並行して
［既存する看護師の能力の均一化］も必要とする旨であ
る．
　 3 つ目の条件は，［責任の分散］を挙げている．高度
実践看護師のみに限定して責任所在を置くことは現実的
に難しいといった考えは，面接調査対象 5 名の全員が
抱く認識であった．原則として，医師の包括指示の範囲
内で医行為を実施することを前提とし，高度実践看護師
と事業所，もしくは指示を出す医師を含めた 3 者で責
任を分散する必要性を感じている．
　 4 つ目として，［医師との連携］の必要性にも言及す
る．利用者に対するサービスの向上を目指すならば多職
種協働といった視点が必要であるが故に，医師による判
断や考えを参考にすべきであり，医師の包括指示等を媒
介として互いの連携を図ったうえで医行為実施が良いと
いう考えを示している．また，制度の構築に向け，医師
による包括指示の範囲内で医行為を担うことから開始
し，高度実践看護師の医行為全般に関する高い評価が得
られた場合のみ今後は，更なる裁量を看護師に与えてい
くという段階性ある施策によって，国民の安心感や同意
獲得に繋がりやすいと考えている．訪問看護師の中に
は，日本医師会を含めた医師によるバックアップ体制の
必要性を語る者もいた．そして，新たな裁量権を持つ看
護師が本邦に誕生するならば，これに関する国民への詳
細な説明責任が果たされるべきであり，医行為実施に関
する同意を利用者・家族から事前に得るといった［国民
への周知と同意獲得］の必要性も示された．これらの内
容から，【医行為を実施する上での条件】，のカテゴリー
を導き出した．
　訪問看護師は，高度実践看護師になるための移行教育
を想定した場合，経済的・時間的負担に対する支援体制
が無い状況下で，この志望者の増加が見込めない点を感
じている．そして，高度実践看護師の医行為によって，
利用者の状態に悪しき影響を与えた場合のリスクの大き
さ等を理由とし，在宅医療現場に高度実践看護師が定着
するか否かについて疑問視する意見も持つ．これらの内
容から，【在宅医療現場における高度実践看護師確保及
び定着に対する懸念】，のカテゴリーを抽出した．
Ⅴ．考察
1 ．医行為実施に対する賛意理由
　質問票調査の結果から，医師との業務連携に関し，強
い懸念感を抱いていない訪問看護師の方が多い点が理解
できる．しかし，在宅医療現場における高度実践看護師
の医行為実施に対する賛否結果からは， 6 割の訪問看
護師が賛意を示している．
　在宅医療現場において，医師との業務連携について大
きな支障があると認識していない訪問看護師の方が多い
中，従来の看護師以上に裁量を持つ高度実践看護師の存
在理由はどういった点にあるのか．
　改めて本質問票調査結果を振り返ってみると，必ずし
も全ての訪問看護師が，医師との業務連携について課題
が無いとは認識していない．利用者の状態変化に応じた
医師の連絡・往診に関して「全く問題がない」と回答し
た看護師割合は 6 ％未満と低い．身体的変化を生じた
利用者に対する，何かしらの医学判断が必要となった場
合にも，すぐに医師が駆けつけられる時ばかりではない
療養環境の存在が伺える．
　半構成的面接調査の結果（表 6）からも，緊急時，
医師との連携がスムースに行えない場合，高度実践看護
師による医行為判断・実施によって，利用者の状況に応
じたタイムリーなサービスの提供に繋がる点が示唆され
る．
　森田が実施した「訪問看護サービスにおける24時間
の電話対応と緊急時対応の実態」に関する調査14）では，
24時間対応で訪問看護を実施している事業所の場合，
訪問看護師が夜間・深夜，早朝の時間帯において，サー
ビス利用者の身体症状や医療処置に纏わる電話相談・緊
急訪問を行うケースが現実的に多くある点を報告する．
つまり，訪問看護師は，医学知識を多く必要とする利用
者への緊急対応に迫られた場合，医師が傍にいない為，
自らの判断に基づいた何かしらの対応に迫られる．そう
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いうケースに遭遇した場合，自らの判断に確信を持てな
い時もある点が想定できる．その場合，訪問看護師は，
不安を抱きつつ日常業務を遂行せざるを得ない．
　訪問看護師の一部は，利用者が様々な疾患や症状を抱
えながら生活を送っている為，生活面の視点も持ち備え
ながら，従来の看護師以上に疾病に対応できる職種が必
要である旨を述べる．そして，医師からの訪問看護指示
を得るための時間的・身体的労力が大きいという理由か
ら，緊急対応時も含め，高度実践看護師からの一時的な
判断・指示があれば，円滑なサービス提供と業務の効率
化に繋がると考えている．
　つまり，サービス利用者のみならず，提供者側にもメ
リットが生じる可能性を予測している為，高度実践看護
師への賛意が高まったと言える．
2．反対の意向とその理由
　賛意がある一方，反対の意向を示す訪問看護師も顕在
する．この主だった反対理由は，「看護の専門性から外
れる」や「この医行為によって利用者自身に生じさせる
かもしれない病状悪化に対する緊急対応への懸念」，「利
用者やこの家族からの同意が得られない可能性が大き
い」である（表 2）．
　外科系看護師に対して実施された調査結果15）16）から
も，「看護師の業務範囲を逸脱する」「看護＝医術ではな
い」「責任が重い」といった理由により，看護師の裁量
権拡大に反対の意向を示す看護師の存在は明らかであ
る．
　看護の専門性をどのように捉えるかによって，高度実
践看護師の医行為に対する賛否に少なくとも影響を及ぼ
すのではないか．「看護とは療養者の生活支援が主体で
あり，相対的医行為の実施では，あくまで医師の具体的
指示の下での診療補助業務に該当する」という観念が強
い看護師の場合は，「高度実践看護師による医行為は看
護師の行う相対的医行為の範疇ではない」の認識に繋が
るとも考えられる．そして，その医行為によって何かし
らの良くない影響を利用者に与えた場合，医師が身近に
存在しない為，この緊急対応に懸念を抱く点は自然であ
る．
　また，従来の看護基礎教育は，療養上の世話や診療の
補助業務を遂行するためのカリキュラムである．その
為，看護師の医行為によって起こり得るかもしれない利
用者への病状悪化に対する懸念は付きまとう．
　従って，高度実践看護師の医行為実施ついて，抵抗や
不安を払拭しきれない訪問看護師の存在は理解できる．
3．医行為を実施する上での条件
　訪問看護師は，高度実践看護師の裁量権を拡大する条
件として，安全性の高い診療サービスとするに相応しい
教育や研修の徹底を求める．更に，医師との連携が必要
である点も指摘する（表 6）．約 5 割の訪問看護師は，
高度実践看護師による医行為が事前に医師から出された
包括指示に基づいて実施する必要性を認識している．そ
して，高度実践看護師であるとしても医師による具体的
指示が必要との回答者は 2 割強存在する．医師による
指示や，医師への報告を必要としないとの回答者は，今
回の調査では存在しない（表 3）．つまり，アメリカ合
衆国等で活躍するNPと類似するような，必ずしも医師
と協働することなく，検査の実施判断や診断，薬物処方
が行える看護師を想定していない旨が伺える．
　では，医師との協働がこの実施になぜ必要と言えるの
か．訪問看護師の語りから，その主な理由として，利用
者に対する安全性の高いサービスを提供する為であるこ
とが理解できる．更に，［既存する看護師の能力の均一
化］を求める声もある．この認識を裏手に取って考えた
場合，従来の看護師が持つ医学知識・技術のレベルの低
さを理由とし，安全性の観点から問題があると認識して
いる旨が推察できる．
　つまり現場看護師自体が，高度な医行為を担うに相応
しい均一されたレベルでの基礎教育や臨床経験を持ち備
えているとは言い難い，従来の看護師像を認識してい
る．故に，安全性ある医行為を担い得る能力の習得を目
的とした教育・研修，そして医師との協働による実践を
求めている．
　非常に興味深い本調査結果が，責任の所在についてで
ある（表 4）．高度実践看護師と訪問看護指示を行う医
師の両者にあると考える訪問看護師割合が36.2%，高度
実践看護師・訪問看護指示を行う医師・訪問看護事業所
の3者であるとの回答割合は26.1%，高度実践看護師の
みにあるとした割合は5.8%に止まる．そして，この結
果を裏付けできる面接調査の語りが存在する．訪問看護
師の一部は，医行為実施に課せられる責任に関し，高度
実践看護師のみに責任所在を置くことは現実的には難し
いという認識に加え，責任を分散する必要性について指
摘する．看護師の社会的地位や経済力等では，不測の事
態によって窮地に立たされた場合，高度実践看護師のみ
では対応し兼ねるという見解が伺える．更に，責任を分
散する一手段として，［医師との連携］を支持するとも
考えられる．
　「北海道大学医学部付属病院電気メス事件」や「横浜
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市立大学医学部付属病院患者取違え事件」の判例によっ
て，チーム医療における「信頼の原則」の適用の可否が
示されている．「信頼の原則」とは，複数の者がそれぞ
れの仕事を分担する共同作業において，分担者は他の関
係者が適切な行動をとるであろうことを信頼してよく，
他の者が不適切な行動に出ることを想定した結果回避措
置をとることまでは要求されないとする刑法上の注意義
務に関する法理論である．この原則は，効率的で精度の
高い共同作業を可能にする為，関与者間での役割分担に
関する社会的行動基準を尊重しようとするものではある
が，過失の免責を認める例外原理ではない．そして，「信
頼の原則」の適応・不適応は，行為者の認識事情や組織
的な安全対策の確立度合に応じて個人責任の範囲も変わ
り得る17）18）．
　著者は，「信頼の原則」に従って高度実践看護師の医
行為責任を考えた場合， 2 つケースが思い浮かぶ．そ
の 1 つは，高度実践看護師が医師との連携・協働によっ
て医行為を実施した結果として不測の事態を招いた場合
である．いま一つは，高度実践看護師の自らの判断に基
づく医行為によってそれを生じさせたケースである．前
者では，高度実践看護師が被告（人）として責任追及さ
れる可能性は高い．それでは，医行為指示を出したのみ
で，サービス受け手側に医行為を施していない医師の責
任については「信頼の原則」が適応されるのか．上記判
例に鑑みるならば，不測の事態を発生させた原因・誘因
をどれだけ医師が認識していたかに左右されるであろ
う．医師がその原因・誘因を認識していたにもかかわら
ず注意義務を怠った場合は，医師自身も責任追及は免れ
ないと予想できる．また，事前に的確な安全対策が確立
されていた医行為を指示したにも関わらず，高度実践看
護師の過失によって不測の事態を招いた場合は，医師の
責任は問われない場合があり得る．後者のケースでは現
場状況にもよるが，恐らく，高度実践看護師の責任追及
は免れない．医師は当該行為に関与しない以上，過失を
問われる可能性は低い．どちらにせよ，高度実践看護師
に責任を問う可能性は否定しきれない．この点は，高度
実践看護師のみに限られた内容とは言えず，従来の看護
師についても同様である．しかし，身体に危害を及ぼす
可能性が高い医行為を担う高度実践看護師であるが故
に，そのリスクは高まる．高度実践看護師として診療を
も担うとするならば，それに相応しい覚悟や使命感を持
ち，責任拡大へも誠実に立ち向かおうとする姿勢が要求
されるのではないか．
　訪問看護師は，高度実践看護師が医行為を担うに当
たって，［国民への周知と同意獲得］の必要性にも言及
する．本来ならば医師が判断・実施するであろう医行為
を看護職が担う以上，国民に対する事前説明と，これに
対する同意獲得が必要であり，利用者側の権利を尊重す
る目的の他，在宅におけるスムースなサービス提供を実
施するための必要条件として捉えているのではないか．
更に，前もって家族から同意をえることで，不測の事態
が生じた場合の問題をなるべく大きくしたくないという
願いも推察できる．
4．高度実践看護師の確保・定着に対する懸念
　訪問看護師の一部は，【在宅医療現場における高度実
践看護師確保及び定着に対する懸念】を認識している．
高度実践看護師になる為の移行教育や研修を必要とする
場合，経済的・時間的支援体制が無い状況下では，高度
実践看護師を志望する者の増加が見込めない点を感じて
いる．更に，この点を示唆できる先行調査結果も存在す
る．
　某大学病院外科系看護師400名に対し，日本版NPに
関するアンケート調査が実施された（334名から回収，
回収率83.5％）．「高度実践看護師を養成するための教育
課程に入学を希望するか」を尋ねたところ，その希望者
は19％弱であった．入学を希望しながら，「経済的ある
いは家庭の事情で入学できない」，と認識する看護師が
25％弱存在した15）． 
　また，本面接調査から，高度実践看護師の医行為に
よって不測の事態を招いてしまった場合のリスクの大き
さも理由とし，在宅医療現場に高度実践看護師が定着す
るか否かについて疑問視する意見も聴かれる．
　我が国における医療サービスの現状を維持しつつ，今
後の高齢社会に対応していくための看護師数の確保は，
医師の偏在・不足と同様に深刻な課題である．こうした
現状の中，必要数の高度実践看護師を成すとともに，在
宅医療現場に定着できる為の制度構築の必要性も高い．
更に，従来の看護師を高度実践看護師へと移行させるの
であれば，この基盤となる看護師数を増やすことも必要
条件に該当する．
　政府は，「看護師等の人材確保の促進に関する法律」
の制定によって，離職防止，処遇改善，就業の促進，養
成数の強化などを継続的に行っている19）20）．こうした
看護・医療政策を踏まえ，高度実践看護師の養成促進を
目的とする法整備の具現化が望まれる．
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Ⅵ．本研究の限界
　本調査では，調査会社に登録する訪問看護師の中から
便宜的サンプリングによって協力を得た．更に，分析に
用いたサンプル数も非常に少ない．故に，選択バイアス
を含めた誤差が生じている可能性は否めない．高度実践
看護師の裁量権拡大に関し，本邦における訪問看護師意
識の真の代表性を得たとは言い難い．
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